
居住支援の必要性と

あだちお部屋さがしサポート事業

「たてわり行政をこえる住まいの連携」
～住宅と福祉の連携による居住支援の取組～



賃 貸 住 宅 へ の 入 居 制 限
現状
課題

出典：令和5年度国土交通省実施調査
187団体にアンケート実施
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大 家 さ ん 等 の 意 識 と 入 居 制 限 の 理 由
現状
課題

出典：令和3年度国土交通省実施調査

【 住宅確保要配慮者の入居に対する賃貸人（大家等）の意識 】

・ 高齢者に対して入居への拒否感 約66％

・ 障がい者に対して入居への拒否感 約66％

・ 子育て世帯に対して入居への拒否感 約18％

・ 外国人に対して入居への拒否感 約64％

（％）



（人）

区 内 高 齢 者 人 口 及 び 高 齢 化 率 お よ び 増 加 率
現状
課題

令和6年3月 足立区高齢者保健福祉計画・第9期介護保険事業計画より一部抜粋
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＜課題＞
令和22年をピークに、高齢者
世帯は増え続けるので、更なる
居住支援が必要な可能性



福 祉 部 局 と 住 宅 部 局 の 連 携
現状
課題

福祉部局では、民間賃貸住宅に対する知識
や情報が乏しく、高齢者等に住宅に関する
情報提供が困難である。

福祉部局の課題 ：「高齢者が住み慣れた

地域で暮らし続けられる体制の構築」

住宅部局の課題： 「立退き等を解消し、
安定した住まい提供及び相談体制の構築」
住宅部局では、ホウカツや福祉サービス
等のきめ細やかな情報提供が困難である。
既存事業では不動産事業に情報のみ提供し
寄 り 添 っ て の 対 応 は し て い な か っ た

① 行政と不動産団体がお互いの情報を共有することが重要

② 事業を始めることが大事。現場のニーズを確認する必要がある。

③ 担当者を決めて総合的にサポートしてくれる寄り添い体制が望ましい。

④ 入居後も家主さんから相談を受ける仕組み等があれば、家主の安心に繋がる。

⑤ ケアマネジャーや地域包括支援センター職員との連携は有効な手段である。

課題



足立区居住支援協議会 設立

・住宅確保要配慮者（高齢者等）の民間賃貸住宅への入居の妨げとなっている課題解決に

向けた施策及び事業を検討

福 祉 部 局 と 住 宅 部 局 の 連 携活動

Ｒ２年度

あだちお部屋さがしサポート事業 開始

・不動産協会と協定を締結し、居住支援事業を開始

窓口相談等を住宅部局が担当し、入居後の見守りや助成を福祉部局が担当

Ｒ３年度

高齢者の住まいの事業推進部会 設立 （福祉部局＋住宅部局）

・高齢者の住宅確保に向けて民間賃貸住宅の活用を柱として検討

・高齢者の民間賃貸住宅への入居促進における課題の抽出

Ｒ１年度



あ だ ち お 部 屋 さ が し サ ポ ー ト 事 業活動

高 齢 者 等（住 宅 確 保 要 配 慮 者）

➋ 緊 急 対 応 相 談
（必要に応じて開催）

➋ 個 別 寄 り 添 い 相 談
（月2回の定例開催）

緊急を要する場合 住み替え等を
希望する場合

成約促進に向けた区による支援メニュー
見守り緊急通報システム家賃債務保証

■不動産関係や福祉関係の知識を備えた区の職員が、詳細条件のヒアリング
■必要に応じて高齢者地域包括ケア推進課・住宅課・関係所管でケーススタディを実施

❶ 住 宅 課 窓 口 で 入 居 相 談

➌ 物 件 成 約

区が不動産協会の２団体
へ事業を委託



令和4年度 令和5年度 令和6年度

① 相談目標件数
250件

② 相談実績件数
295件

※ 部屋の成約率
48.5％

（※ 条件があう部屋を紹介し

て成約した方）

① 相談目標件数
260件

② 相談実績件数
384件

※ 部屋の成約率
48.2％

① 相談目標件数
260件

② 相談実績件数
374件

※ 部屋の成約率

57.6％

あだちお部屋さがしサポート事業の実績と進捗実績



要配慮者区分(延べ)

単身

70.0%

2人

21.8%

3人

4.2%

4人

1.4%

5人以上

0.3%
未回答

2.3％

高齢者

68.0%

低所得

45.0%

障がい者

16.1%

ひとり親

6.8%

外国人

2.8%
LGBT

0.3%

20代

2.5% 30代
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40代
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60代
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90代
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不明
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事 業 の 実 績 お よ び 進 捗実績

世 帯 人 数 相 談 者 年 齢 別 割 合

令 和 ６ 年 度



転 居 理 由 ( 延 べ ) )

事 業 の 実 績 お よ び 進 捗実績

相 談 者 何 の 紹 介 か

直接相談

42%

他所管紹介

18%

包括支援セ

ンター

12%

HP・広報

18%

その他

10%

本人

66%
他所管から

9%

NPO・ケアマネ

4%

親族・知人

18%

その他

3%

立退き

28%

金銭理由

21%

離婚・家

庭不和

23%

施設退所

8%

その他

20%

令 和 ６ 年 度



高 齢 者

ひ と り 親

L G B T

外 国 人

生 活
保 護 者

障 が い 者

「あだちお部屋さがしサポート事業」

・主に「高齢者」「生活保護者」「外国人」

P11居 住 支 援 の 必 要 性 に つ い て取組

「ＵＲ賃貸住宅を活用した自立支援スキーム」

・自立支援を対象とした要配慮者
・主にバリアフリー住宅を希望している「身体障がい者」

「東京都住宅供給公社と連携した取組（家賃低廉化）」

・「ひとり親」「児童養護施設等退所者」「大学生」



支援対象者

• ＵＲと足立区が連携し、入居者に対する生活支援や就労支援を行う居住支援法人等にＵＲ賃貸住宅の空
き住戸を賃貸する取り組み

• ＵＲと居住支援法人等が賃貸借契約を締結し、居住支援法人等が生活支援や就労支援の対象者に住宅を
転貸する取組み

• 契約期間中に自立可能な支援対象者（例：一時的な離職者、母子世帯）を想定した取り組みであるため、
３年間の定期建物賃貸借での契約となるものの、比較的低廉な家賃で契約が可能

Ｕ Ｒ 賃 貸 住 宅 を 活 用 し た 自 立 支 援 ス キ ー ム取組

生活支援
就労支援 支援・協力 橋渡し

ＵＲ賃貸住宅の転貸

比較的低廉な家賃でＵ
Ｒ賃貸住宅を貸与



足 立 区

東京都住宅供給公社

・空住戸の提供、入退去の管理
・入居条件の審査
・専用住宅の登録
・補助金申請手続き等

児童養護施設等退所者
大学生・ひとり親世帯

・入居申し込み
（施設は入居者の推薦）

国・東京都

・区へ補助金支出
住宅課

子どもの貧困・
若年者支援課
親子支援課

・予算確保
・対象者へ公募

住宅セーフティネット制度

・要綱の策定
・補助金申請手続（国・都へ）
・完了届、報告手続き（国・都へ）
・台帳、図書の整理

賃 貸 借 契 約
（ 定 期 借 家 最 大 １ ０ 年 間 ）

協 定 締 結
家 賃 低 廉 化 補 助
（ 対 象 費 1 / 2 最 大 月 額 4 万 ま で ）

セ ー フ テ ィ ネ ッ ト
住 宅 の 公 募

P13東 京 都 住 宅 供 給 公 社 と 連 携 し た 取 組 み取組



居 住 支 援 の 必 要 性 に つ い て方針

不動産
協会

福祉部
職員

住宅課
職員

相談者
親族

部屋紹介の様子 庁内外の関係者による作業部会



ご清聴いただきありがとうございました。

足立区
福祉部 高齢者地域包括ケア推進課

都市建設部 住宅課


